商業科教員等の調査研究研修支援事業（支援事業）　実施要綱

１　目　　的　　東京都の商業教育の充実・発展に資する調査研究活動及び外部研修会等への参加に必要な経費の一部を支出する。
２　応募対象　　東京都立商業関係高校の商業科教員又は東京都立商業関係高校に勤務する外国語（英語）科教員であること。

３　支援内容　　調査研究に係る経費の一部、又は研修機関等による外部研修会の参加費用を東京都商業教育研究会が負担する。

４　応募要件　　商業教育の充実・発展に資する内容であること。また、以下の６つの分野等に係る内容であること。

　　　　　　　〔６分野〕

マーケティング分野、ビジネス経済分野、会計分野、ビジネス情報分野、
英語教育、学校運営

５　予算上限　　概ね１０万円以内とする。ただし、内容により増額を審議する場合がある。
６　応募方法　　公募とする。
　　　　　　　※希望する教員は（別添様式）により応募を申請する。なお、審査には約２カ月を要するため、外部研修会への参加は申込期限に間に合うように申請する必要がある。
　　　　　　　※調査研究はグループでの申請は可とする。

７　申 請 先　　東京都商業教育研究会　調査研修部調査研究分科会部長

　　　　　　　　〒120-8528　足立区小台２－１－３１　都立荒川商業高等学校長　長船孝明

８　審　　査　　調査研修部調査研究分科会において内容等の確認を行う。調査研究分科会では必要に応じて追加資料等の提出を申請者に求めることがある。調査研究分科会による審査を経て、東京都商業教育研究会副会長が決定し、役員会で会長の承認を得る。

９　服務の扱い　　外部研修会への参加は原則として年休。

10　会計報告　　支援が決定した調査研究に関しては年度末、外部研修会等への参加者は研修会終了後に調査研修部調査研究分科会部長に任意の書式で会計報告を行うこと。

11　成果還元　　支援が決定した者は、東京都商業教育研究会主催の各研究協議会や会誌「東京都商業教育」において視察報告や成果発表を行うこと。
